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43 条－2－24 
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43 条－2－25 
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43 条－2－26 
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43 条－2－27 
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43 条－2－28 
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43 条－2－29 
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43 条－2－30 
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43 条－2－31 
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43 条－2－32 
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43 条－2－33 
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43 条－2－34 

四十三条－2－参考 2 

既許可 添付書類八 1.4 耐津波設計 1.4.3 基準津波を超え敷地に遡上する

津波に対する耐津波設計 
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43 条－2－35 

四十三条－2－参考 3 

既工事計画 添付書類 Ⅴ-1-1-2-2-3 入力津波の設定 
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53 条補足説明資料 

水素爆発による原子炉建屋等の 

損傷を防止するための設備 
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53 条－1 

1. 要求事項 

実用発電用原子炉及びその附属施設の

位置、構造及び設備の基準に関する規

則 

実用発電用原子炉及びその附属施設の

位置、構造及び設備の基準に関する規

則の解釈 

備考 

（水素爆発による原子炉建屋等の損傷

を防止するための設備） 

第五十三条 発電用原子炉施設に

は、炉心の著しい損傷が発生した場合

において原子炉建屋その他の原子炉格

納容器から漏えいする気体状の放射性

物質を格納するための施設（以下「原

子炉建屋等」という。）の水素爆発に

よる損傷を防止する必要がある場合に

は、水素爆発による当該原子炉建屋等

の損傷を防止するために必要な設備を

設けなければならない。 

第５３条（水素爆発による原子炉建屋 

等の損傷を防止するための設備） 

１ 第５３条に規定する「水素爆発に

よる当該原子炉建屋等の損傷を防

止するために必要な設備」とは、以

下に掲げる措置又はこれらと同等

以上の効果を有する措置を行うた

めの設備をいう。 

ａ）水素濃度制御設備（制御により原

子炉建屋等で水素爆発のおそれ

がないことを示すこと。）又は水

素排出設備（動的機器等に水素

爆発を防止する機能を付けるこ

と。放射性物質低減機能を付け

ること。）を設置すること。 

ｂ）想定される事故時に水素濃度が

変動する可能性のある範囲で推

定できる監視設備を設置するこ

と。 

ｃ）これらの設備は、交流又は直流

電源が必要な場合は代替電源設

備からの給電を可能とするこ

と。 

適合対象 

（2.1 に設計方針

等を示す） 
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53 条－2 

2. 適合のための設計方針等 

「1. 要求事項」での各要求事項に関して，既許可における適合のための設

計方針等を示すとともに，今回の設備改造時における適合のための設計方針等

を以下に示す。 

 

2.1 設置許可基準規則第五十三条について 

既許可における設計方針等 

既許可では，重大事故等時において，原子炉格納容器から原子炉建屋原子炉

棟内に漏えいした水素等を含む気体を原子炉建屋ガス処理系により排出するこ

とで，水素爆発による原子炉建屋原子炉棟の損傷を防止することが可能な設計

としている。 

原子炉建屋ガス処理系は，原子炉建屋隔離信号による自動作動のほか，中央

制御室でのスイッチ操作による手動起動も可能な設計としている。 

【五十三条－参考 1】 

【五十三条－参考 2】 

【五十三条－参考 3】 

設備改造時における設計方針等 

今回の設備改造では，原子炉建屋換気系（ダクト）放射線モニタ検出器を原

子炉建屋付属棟内の原子炉棟換気系排気ラインＢ系に移設するが，原子炉建屋

放射能高信号により原子炉棟換気系の常用換気系を隔離し，原子炉建屋ガス処

理系を自動で起動する設計について変更が生じないよう設計する。また，原子

炉建屋ガス処理系を中央制御室で手動起動させることが可能な設計についても

変更はない。 

二次格納施設のバウンダリの範囲については一部変更となるが，重大事故等

対処施設である二次格納施設として適切に設計し，更に重大事故等対処施設で
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53 条－3 

ある原子炉建屋ガス処理系による原子炉建屋原子炉棟内の水素排出に悪影響が

ないよう設計する（引き込み困難な区画を設けない等）。また，二次格納施設

のバウンダリの範囲の一部変更に伴う原子炉建屋の空間体積の変化が僅少なも

のとし，原子炉建屋ガス処理系の換気率への影響が僅少となるよう設計する。 

以上のことから，重大事故等時において，原子炉格納容器から原子炉建屋原

子炉棟内に漏えいした水素等を含む気体を原子炉建屋ガス処理系により排出す

ることで，水素爆発による原子炉建屋原子炉棟の損傷を防止することが可能な

設計について変更が生じない。 

したがって，既許可における適合のための設計方針等を踏まえたものであ

り，本項に適合する。 
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53 条－4 

五十三条－参考 1 

既許可 ５３条審査資料 3.10.1 設置許可基準規則第 53 条への適合方針 

3.10.1.1 重大事故等対処設備 
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53 条－5 
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53 条－6 

五十三条－参考 2 

既許可 本文五号 へ 計測制御系統施設の構造及び設備 (2) 安全保護回路 
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53 条－7 

五十三条－参考 3 

既許可 ５３条審査資料 3.10.2 重大事故等対処設備 3.10.2.3 原子炉建

屋ガス処理系 3.10.2.3.3 設置許可基準規則第 43 条への適合方針 
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53 条－8 
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59 条補足説明資料 

運転員が原子炉制御室に 

とどまるための設備 
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59 条－1 

1. 要求事項 

実用発電用原子炉及びその附属施設の

位置、構造及び設備の基準に関する規則 

実用発電用原子炉及びその附属施

設の位置、構造及び設備の基準に関

する規則の解釈 

備考 

（運転員が原子炉制御室にとどまるた

めの設備） 

第五十九条 発電用原子炉施設には、

炉心の著しい損傷が発生した場合（重

大事故等対処設備（特定重大事故等対

処施設を構成するものを除く。）が有す

る原子炉格納容器の破損を防止するた

めの機能が損なわれた場合を除く。）に

おいても運転員が第二十六条第一項の

規定により設置される原子炉制御室に

とどまるために必要な設備を設けなけ

ればならない。 

第５９条（運転員が原子炉制御室に

とどまるための設備） 

１ 第５９条に規定する「重大事故

等対処設備（特定重大事故等対

処施設を構成するもの除く。）が

有する原子炉格納容器の破損を

防止するための機能が損なわれ

た場合」とは、第４９条、第５０

条、第５１条又は第５２条の規

定により設置されるいずれかの

設備の原子炉格納容器の破損を

防止するための機能が喪失した

場合をいう。 

２ 第５９条に規定する「運転員が

第２６条第１項の規定により設

置される原子炉制御室にとどま

るために必要な設備」とは、以下

に掲げる措置又はこれらと同等

以上の効果を有する措置を行う

ための設備をいう。 

ａ）原子炉制御室用の電源（空調

及び照明等）は、代替交流電

源設備からの給電を可能と

すること。 

ｂ）炉心の著しい損傷が発生した

場合の原子炉制御室の居住

性について、次の要件を満た

適合対象 

（2.1 に設計方

針等を示す） 
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59 条－2 

実用発電用原子炉及びその附属施設の

位置、構造及び設備の基準に関する規則 

実用発電用原子炉及びその附属施

設の位置、構造及び設備の基準に関

する規則の解釈 

備考 

すものであること。 

①本規程第３７条の想定する格

納容器破損モードのうち、原子

炉制御室の運転員の被ばくの

観点から結果が最も厳しくな

る事故収束に成功した事故シ

ーケンス（例えば、炉心の著し

い損傷の後、格納容器圧力逃が

し装置等の格納容器破損防止

対策が有効に機能した場合）を

想定すること。 

②運転員はマスクの着用を考慮

してもよい。ただしその場合

は、実施のための体制を整備す

ること。 

③交代要員体制を考慮してもよ

い。ただしその場合は、実施の

ための体制を整備すること。 

④判断基準は、運転員の実効線量

が 7 日間で 100mSv を超えない

こと。 

ｃ）原子炉制御室の外側が放射性

物質により汚染したような

状況下において、原子炉制御

室への汚染の持ち込みを防

止するため、モニタリング及

び作業服の着替え等を行う

ための区画を設けること。 
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59 条－3 

実用発電用原子炉及びその附属施設の

位置、構造及び設備の基準に関する規則 

実用発電用原子炉及びその附属施

設の位置、構造及び設備の基準に関

する規則の解釈 

備考 

ｄ）上記ｂ）の原子炉制御室の居

住性を確保するために原子

炉格納容器から漏えいした

空気中の放射性物質の濃度

を低減する必要がある場合

は、非常用ガス処理系等（BWR

の場合）又はアニュラス空気

再循環設備等（PWR の場合）

を設置すること。 

ｅ）BWR にあっては、上記ｂ）の

原子炉制御室の居住性を確

保するために原子炉建屋に

設置されたブローアウトパ

ネルを閉止する必要がある

場合は、容易かつ確実に閉止

操作ができること。また、ブ

ローアウトパネルは、現場に

おいて人力による操作が可

能なものとすること。 

 

2. 適合のための設計方針等 

「1. 要求事項」での各要求事項に関して，既許可における適合のための設

計方針等を示すとともに，今回の設備改造時における適合のための設計方針等

を以下に示す。 
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59 条－4 

2.1 設置許可基準規則第五十九条について 

既許可における設計方針等 

既許可では，重大事故等時において，原子炉格納容器から原子炉建屋原子炉

棟内に漏えいした放射性物質を含む気体を原子炉建屋ガス処理系により非常用

ガス処理系排気筒から排気することで，中央制御室の運転員の被ばくを低減す

ることができる設計としている。 

原子炉建屋ガス処理系は，原子炉建屋隔離信号による自動起動のほか，中央

制御室でのスイッチ操作による手動起動も可能な設計としている。 

【五十九条－参考 1】 

【五十九条－参考 2】 

設備改造時における設計方針等 

今回の設備改造では，原子炉建屋換気系（ダクト）放射線モニタ検出器を原

子炉建屋付属棟内の原子炉棟換気系排気ラインＢ系に移設するが，原子炉建屋

放射能高信号により原子炉棟換気系の常用換気系を隔離し，原子炉建屋ガス処

理系を自動で起動する設計について変更が生じないよう設計する。また，原子

炉建屋ガス処理系を中央制御室で手動起動させることが可能な設計についても

変更はない。 

二次格納施設のバウンダリの範囲については一部変更となるが，重大事故等

対処施設である二次格納施設として適切に設計し，更に重大事故等対処施設で

ある原子炉建屋ガス処理系による原子炉建屋原子炉棟内の気体の処理に悪影響

がないよう設計する（引き込み困難な区画を設けない等）。また，二次格納施

設のバウンダリの範囲の一部変更に伴う原子炉建屋の空間体積の変化が僅少な

ものとし，原子炉建屋ガス処理系の換気率への影響が僅少となるよう設計す

る。 

以上のことから，重大事故等時において，原子炉格納容器から原子炉建屋原
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59 条－5 

子炉棟内に漏えいした放射性物質を含む気体を原子炉建屋ガス処理系により非

常用ガス処理系排気筒から排気することで，中央制御室の運転員の被ばくを低

減することができる設計に変更が生じない。 

したがって，既許可における適合のための設計方針等を踏まえたものであ

り，本項に適合する。 
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59 条－6 

五十九条－参考 1 

既許可 ５９条審査資料 3.16.1 設置許可基準規則第 59 条への適合方針 

3.16.1.1 重大事故等対処設備 

 

1234



 

59 条－7 

既許可 ５９条審査資料 3.16.2 重大事故等対処設備 3.16.2.1 中央制御

室の居住性を確保するための設備 3.16.2.1.3 設置許可基準規則第 43 条へ

の適合方針 
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59 条－8 
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59 条－9 
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59 条－10 

五十九条－参考 2 

既許可 本文五号 へ 計測制御系統施設の構造及び設備 (2) 安全保護回路 
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技術的能力 1.0 共通事項 補足説明資料
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技能－1 

1. 要求事項 

実用発電用原子炉に係る発電用原子

炉設置者の重大事故の発生及び拡大

の防止に必要な措置を実施するため

に必要な技術的能力に係る審査基準 

実用発電用原子炉に係る発電用原子炉

設置者の重大事故の発生及び拡大の防

止に必要な措置を実施するために必要

な技術的能力に係る審査基準の解釈 

備考 

１．０ 共通事項 

（１）重大事故等対処設備に係る要

求事項 

①切替えの容易性 

発電用原子炉設置者において、

本来の用途以外の用途として重

大事故等に対処するために使用

する設備にあっては、通常時に使

用する系統から速やかに切り替

えるために必要な手順等が適切

に整備されているか、又は整備さ

れる方針が適切に示されている

こと。 

１．０ 共通事項 

 

 

― 

 

適合対象外 

（2.1①に示す

とおり，今回の

設 備 改 造 に 係

る設備は，本来

の 用 途 以 外 の

用 途 と し て 重

大 事 故 等 に 対

処 す る た め に

使 用 す る 設 備

ではないため） 

②アクセスルートの確保 

発電用原子炉設置者において、

想定される重大事故等が発生し

た場合において、可搬型重大事故

等対処設備を運搬し、又は他の設

備の被害状況を把握するため、工

場又は事業所（以下「工場等」と

いう。）内の道路及び通路が確保

できるよう、実効性のある運用管

理を行う方針であること。 

― 

 

適合対象外 

（2.1②に示す

とおり，今回の

設 備 改 造 に 係

る設備は，本来

の 用 途 以 外 の

用 途 と し て 重

大 事 故 等 に 対

処 す る た め に

使 用 す る 設 備

ではないため） 

1240



技能－2 

実用発電用原子炉に係る発電用原子

炉設置者の重大事故の発生及び拡大

の防止に必要な措置を実施するため

に必要な技術的能力に係る審査基準 

実用発電用原子炉に係る発電用原子炉

設置者の重大事故の発生及び拡大の防

止に必要な措置を実施するために必要

な技術的能力に係る審査基準の解釈 

備考 

（２）復旧作業に係る要求事項 

①予備品等の確保 

発電用原子炉設置者において、

重要安全施設（設置許可基準規則

第２条第９号に規定する重要安

全施設をいう。）の取替え可能な

機器及び部品等について、適切な

予備品及び予備品への取替のた

めに必要な機材等を確保する方

針であること。 

 

１ 「適切な予備品及び予備品への取替

のために必要な機材等」とは、気象

条件等を考慮した機材、ガレキ撤去

等のための重機及び夜間対応を想定

した照明機器等を含むこと。 

 

 

適合対象外 

（2.2①に示す

とおり，今回の

設 備 改 造 に 係

る設備は，予備

品 を 用 い た 復

旧 作 業 の 要 求

事 項 に 係 る 設

備 で は な い た

め） 

②保管場所 

発電用原子炉設置者において、

上記予備品等を、外部事象の影響

を受けにくい場所に、位置的分散

などを考慮して保管する方針で

あること。 

 

― 

 

 

適合対象外 

（2.2②に示す

とおり，今回の

設 備 改 造 に 係

る設備は，予備

品 を 用 い た 復

旧 作 業 の 要 求

事 項 に 係 る 設

備 で は な い た

め） 
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技能－3 

実用発電用原子炉に係る発電用原子

炉設置者の重大事故の発生及び拡大

の防止に必要な措置を実施するため

に必要な技術的能力に係る審査基準 

実用発電用原子炉に係る発電用原子炉

設置者の重大事故の発生及び拡大の防

止に必要な措置を実施するために必要

な技術的能力に係る審査基準の解釈 

備考 

③アクセスルートの確保 

発電用原子炉設置者において、

想定される重大事故等が発生し

た場合において、設備の復旧作業

のため、工場等内の道路及び通路

が確保できるよう、実効性のある

運用管理を行う方針であること。 

 

― 適合対象外 

（2.2③に示す

とおり，今回の

設 備 改 造 に 係

る設備は，予備

品 を 用 い た 復

旧 作 業 の 要 求

事 項 に 係 る 設

備 で は な い た

め） 

（３）支援に係る要求事項 

発電用原子炉設置者において、

工場等内であらかじめ用意され

た手段（重大事故等対処設備、予

備品及び燃料等）により、事故発

生後７日間は事故収束対応を維

持できる方針であること。 また、

関係機関と協議・合意の上、外部

からの支援計画を定める方針で

あること。 さらに、工場等外で

あらかじめ用意された手段（重大

事故等対処設備、予備品及び燃料

等）により、事象発生後６日間ま

でに支援を受けられる方針であ

ること。 

 

― 適合対象外 

（2.3 に示すと

おり，今回の設

備 改 造 に 係 る

設備は，外部か

ら の 支 援 の 要

求 事 項 に 係 る

設 備 で は な い

ため） 
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技能－4 

実用発電用原子炉に係る発電用原子

炉設置者の重大事故の発生及び拡大

の防止に必要な措置を実施するため

に必要な技術的能力に係る審査基準 

実用発電用原子炉に係る発電用原子炉

設置者の重大事故の発生及び拡大の防

止に必要な措置を実施するために必要

な技術的能力に係る審査基準の解釈 

備考 

（４）手順書の整備、訓練の実施及び

体制の整備 

発電用原子炉設置者において、

重大事故等に的確かつ柔軟に対

処できるよう、あらかじめ手順書

を整備し、訓練を行うとともに人

員を確保する等の必要な体制の

適切な整備が行われているか、又

は整備される方針が適切に示さ

れていること。 

 

１ 手順書の整備は、以下によること。 

ａ）発電用原子炉設置者において、全

ての交流動力電源及び常設直流

電源系統の喪失、安全系の機器若

しくは計測器類の多重故障又は

複数号機の同時被災等を想定し、

限られた時間の中において、発電

用原子炉施設の状態の把握及び

実施すべき重大事故等対策につ

いて適切な判断を行うため、必要

となる情報の種類、その入手の方

法及び判断基準を整理し、まとめ

る方針であること。 

ｂ）発電用原子炉設置者において、炉

心の著しい損傷及び原子炉格納

容器の破損を防ぐために最優先

すべき操作等の判断基準をあら

かじめ明確化する方針であるこ

と。（ほう酸水注入系(SLCS)、海水

及び格納容器圧力逃がし装置の

使用を含む。） 

ｃ）発電用原子炉設置者において、財

産（設備等）保護よりも安全を優

先する方針が適切に示されてい

ること。 

ｄ）発電用原子炉設置者において、事

故の進展状況に応じて具体的な

適合対象外 

（2.4 に示すと

おり，今回の設

備 改 造 に 係 る

設備は，手順書

の整備，訓練の

実 施 及 び 体 制

の 整 備 の 要 求

事 項 に 係 る 設

備 で は な い た

め） 
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技能－5 

実用発電用原子炉に係る発電用原子

炉設置者の重大事故の発生及び拡大

の防止に必要な措置を実施するため

に必要な技術的能力に係る審査基準 

実用発電用原子炉に係る発電用原子炉

設置者の重大事故の発生及び拡大の防

止に必要な措置を実施するために必要

な技術的能力に係る審査基準の解釈 

備考 

重大事故等対策を実施するため

の、運転員用及び支援組織用の手

順書を適切に定める方針である

こと。なお、手順書が、事故の進

展状況に応じていくつかの種類

に分けられる場合は、それらの構

成が明確化され、かつ、各手順書

相互間の移行基準を明確化する

方針であること。  

ｅ）発電用原子炉設置者において、具

体的な重大事故等対策実施の判

断基準として確認される水位、圧

力及び温度等の計測可能なパラ

メータを手順書に明記する方針

であること。また、重大事故等対

策実施時のパラメータ挙動予測、

影響評価すべき項目及び監視パ

ラメータ等を、手順書に整理する

方針であること。 

ｆ）発電用原子炉設置者において、前

兆事象を確認した時点での事前

の対応(例えば大津波警報発令時

や、降下火砕物の到達が予測され

るときの原子炉停止･冷却操作)

等ができる手順を整備する方針

であること。 

ｇ）有毒ガス発生時の原子炉制御室
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技能－6 

実用発電用原子炉に係る発電用原子

炉設置者の重大事故の発生及び拡大

の防止に必要な措置を実施するため

に必要な技術的能力に係る審査基準 

実用発電用原子炉に係る発電用原子炉

設置者の重大事故の発生及び拡大の防

止に必要な措置を実施するために必要

な技術的能力に係る審査基準の解釈 

備考 

及び緊急時制御室の運転員、緊急

時対策所において重大事故等に

対処するために必要な要員並び

に重大事故等対処上特に重要な

操作（常設設備と接続する屋外に

設けられた可搬型重大事故等対

処設備（原子炉建屋の外から水又

は電力を供給するものに限る。）

の接続をいう。）を行う要員（以下

「運転・対処要員」という。）の防

護に関し、次の①から③までに掲

げる措置を講じることを定める

方針であること。 

①運転・対処要員の吸気中の有毒

ガス濃度を有毒ガス防護のた

めの判断基準値以下とするた

めの手順を整備すること。 

②予期せぬ有毒ガスの発生に対

応するため、原子炉制御室及び

緊急時制御室の運転員並びに

緊急時対策所において重大事

故等に対処するために必要な

指示を行う要員のうち初動対

応を行う者に対する防護具の

着用等運用面の対策を行うこ

と。 
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技能－7 

実用発電用原子炉に係る発電用原子

炉設置者の重大事故の発生及び拡大

の防止に必要な措置を実施するため

に必要な技術的能力に係る審査基準 

実用発電用原子炉に係る発電用原子炉

設置者の重大事故の発生及び拡大の防

止に必要な措置を実施するために必要

な技術的能力に係る審査基準の解釈 

備考 

③設置許可基準規則第６２条等

に規定する通信連絡設備によ

り、有毒ガスの発生を原子炉制

御室又は緊急時制御室の運転

員から、当該運転員以外の運

転・対処要員に知らせること。 

 

２ 訓練は、以下によること。  

ａ）発電用原子炉設置者において、重

大事故等対策は幅広い発電用原

子炉施設の状況に応じた対策が

必要であることを踏まえ、その教

育訓練等は重大事故等時の発電

用原子炉施設の挙動に関する知

識の向上を図ることのできるも

のとする方針であること。 

ｂ）発電用原子炉設置者において、重

大事故等対策を実施する要員の

役割に応じて、定期的に知識ベー

スの理解向上に資する教育を行

うとともに、下記３a）に規定する

実施組織及び支援組織の実効性

等を総合的に確認するための演

習等を計画する方針であること。 

ｃ）発電用原子炉設置者において、普

段から保守点検活動を自らも行

って部品交換等の実務経験を積
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技能－8 

実用発電用原子炉に係る発電用原子

炉設置者の重大事故の発生及び拡大

の防止に必要な措置を実施するため

に必要な技術的能力に係る審査基準 

実用発電用原子炉に係る発電用原子炉

設置者の重大事故の発生及び拡大の防

止に必要な措置を実施するために必要

な技術的能力に係る審査基準の解釈 

備考 

むことなどにより、発電用原子炉

施設及び予備品等について熟知

する方針であること。 

ｄ）発電用原子炉設置者において、高

線量下、夜間及び悪天候下等を想

定した事故時対応訓練を行う方

針であること。 

ｅ）発電用原子炉設置者において、設

備及び事故時用の資機材等に関

する情報並びにマニュアルが即

時に利用できるよう、普段から保

守点検活動等を通じて準備し、及

びそれらを用いた事故時対応訓

練を行う方針であること｡ 

 

３ 体制の整備は、以下によること。 

ａ）発電用原子炉設置者において、重

大事故等対策を実施する実施組

織及びその支援組織の役割分担

及び責任者などを定め、効果的な

重大事故等対策を実施し得る体

制を整備する方針であること。 

ｂ）実施組織とは、運転員等により構

成される重大事故等対策を実施

する組織をいう。 

ｃ）実施組織は、工場等内の全発電用

原子炉施設で同時に重大事故が
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技能－9 

実用発電用原子炉に係る発電用原子

炉設置者の重大事故の発生及び拡大

の防止に必要な措置を実施するため

に必要な技術的能力に係る審査基準 

実用発電用原子炉に係る発電用原子炉

設置者の重大事故の発生及び拡大の防

止に必要な措置を実施するために必要

な技術的能力に係る審査基準の解釈 

備考 

発生した場合においても対応で

きる方針であること。 

ｄ）支援組織として、実施組織に対し

て技術的助言を行う技術支援組

織及び実施組織が重大事故等対

策に専念できる環境を整える運

営支援組織等を設ける方針であ

ること。  

ｅ）発電用原子炉設置者において、重

大事故等対策の実施が必要な状

況においては、実施組織及び支援

組織を設置する方針であること。

また、あらかじめ定めた連絡体制

に基づき、夜間及び休日を含めて

必要な要員が招集されるよう定

期的に連絡訓練を実施すること

により円滑な要員招集を可能と

する方針であること。 

ｆ）発電用原子炉設置者において、重

大事故等対策の実施組織及び支

援組織の機能と支援組織内に設

置される各班の機能が明確にな

っており、それぞれ責任者を配置

する方針であること。 

ｇ）発電用原子炉設置者において、指

揮命令系統を明確化する方針で

あること。また、指揮者等が欠け
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技能－10 

実用発電用原子炉に係る発電用原子

炉設置者の重大事故の発生及び拡大

の防止に必要な措置を実施するため

に必要な技術的能力に係る審査基準 

実用発電用原子炉に係る発電用原子炉

設置者の重大事故の発生及び拡大の防

止に必要な措置を実施するために必要

な技術的能力に係る審査基準の解釈 

備考 

た場合に備え、順位を定めて代理

者を明確化する方針であること。 

ｈ）発電用原子炉設置者において、上

記の実施体制が実効的に活動す

るための施設及び設備等を整備

する方針であること。 

ｉ）支援組織は、発電用原子炉施設の

状態及び重大事故等対策の実施

状況について、適宜工場等の内外

の組織へ通報及び連絡を行い、広

く情報提供を行う体制を整える

方針であること。  

ｊ）発電用原子炉設置者において、工

場等外部からの支援体制を構築

する方針であること。 

ｋ）発電用原子炉設置者において、重

大事故等の中長期的な対応が必

要となる場合に備えて、適切な対

応を検討できる体制を整備する

方針であること。 

ｌ）運転・対処要員の防護に関し、次

の①及び②に掲げる措置を講じ

ることを定める方針であること。 

①運転・対処要員の吸気中の有毒

ガス濃度を有毒ガス防護のた

めの判断基準値以下とするた

めの体制を整備すること。 
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技能－11 

実用発電用原子炉に係る発電用原子

炉設置者の重大事故の発生及び拡大

の防止に必要な措置を実施するため

に必要な技術的能力に係る審査基準 

実用発電用原子炉に係る発電用原子炉

設置者の重大事故の発生及び拡大の防

止に必要な措置を実施するために必要

な技術的能力に係る審査基準の解釈 

備考 

②予期せぬ有毒ガスの発生に対

応するため、原子炉制御室及び

緊急時制御室の運転員並びに

緊急時対策所において重大事

故等に対処するために必要な

指示を行う要員のうち初動対

応を行う者に対する防護具の

配備等を行うこと。 
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技能－12 

2. 適合のための設計方針等 

「1. 要求事項」での各要求事項に関して，既許可における適合のための運

用管理方針を示すとともに，今回の設備改造時における適合のための運用管理

方針を以下に示す。 

 

2.1 重大事故等対処設備に係る要求事項について 

①切替えの容易性 

既許可における運用管理方針 

 既許可では，重大事故等時において，本来の用途以外の用途として重大事

故等に対処するために使用する設備にあっては，通常時に使用する系統から

速やかに切り替えるために必要な手順等を整備することとしている。 

【技能－参考 1】 

今回の設備改造時における運用管理方針 

今回の設備改造に係る設備は，本来の用途以外の用途として重大事故の

発生及び拡大の防止に必要な措置を実施するための設備ではないため，適

合対象外である。 

 

②アクセスルートの確保 

既許可における運用管理方針 

 既許可では，想定される重大事故等が発生した場合において，可搬型重大

事故等対処設備を運搬し，又は他の設備の被害状況を把握するため，発電所

内の道路及び通路が確保できるよう実効性のある運用管理を実施することと

している。   

【技能－参考 1】 

【技能－参考 2】 
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技能－13 

今回の設備改造時における運用管理方針 

  今回の設備改造により，既許可における「想定される重大事故等が発生し

た場合において，可搬型重大事故等対処設備を運搬し，又は他の設備の被害

状況を把握するため，発電所内の道路及び通路が確保できるよう実効性のあ

る運用管理を実施する。」方針に影響を与えることはないため，適合対象外

である。 

【技能－参考 2】 

 

2.2 復旧作業に係る要求事項について 

①予備品等の確保 

既許可における運用管理方針 

既許可では，重大事故等時において，重要安全施設の復旧作業を有効かつ

効果的に行うため，復旧作業に係る考慮事項として，取替え可能な機器及び

部品等について，予備品及び予備品への取替のために必要な機材等を確保す

ることとしている。 

予備品確保に係る方針に基づき評価した結果，機械的故障と電気的故障の

要因が考えられる残留熱除去系海水系ポンプ電動機，ディーゼル発電機海水 

系ポンプ電動機について，予備品を確保することとしている。 

また，予備品の取替作業に必要な資機材として，がれき撤去のためのホイ

ールローダ等，予備品取替時に使用する重機としてクレーン等，夜間の対応

を想定した照明機器等及びその他作業環境を想定した資機材をあらかじめ確

保することとしている。 

【技能－参考 1】 

【技能－参考 3】 
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技能－14 

今回の設備改造時における運用管理方針 

今回の設備改造に係る設備は，既許可の運用管理方針に基づく予備品及び

予備品の取替作業に必要な資機材に係る設備ではないため，適合対象外であ

る。 

 

②保管場所 

既許可における運用管理方針 

 既許可では，重大事故等時において，重要安全施設の復旧作業を有効かつ

効果的に行うため，復旧作業に係る考慮事項として，上記①に係る予備品等

を外部事象の影響を受けにくい場所に保管することとしている。   

【技能－参考 1】 

今回の設備改造時における運用管理方針 

 今回の設備改造に係る設備は，既許可の運用管理方針に基づく予備品及び

予備品の取替作業に必要な資機材に係る設備ではないため，適合対象外であ

る。 

 

③アクセスルートの確保 

既許可における運用管理方針 

 既許可では，重大事故等時において，重要安全施設の復旧作業を有効かつ

効果的に行うため，復旧作業に係る考慮事項として，上記①に係る予備品等

を用いた設備の復旧作業のため，発電所内の道路及び通路を確保することと

している。 

【技能－参考 1】 
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今回の設備改造時における運用管理方針 

 今回の設備改造に係る設備は，既許可の運用管理方針に基づく予備品及び

予備品の取替作業に必要な資機材に係る設備ではなく，復旧作業のために発

電所内の道路及び通路を確保することが求められる設備ではないため，適合

対象外である。 

 

2.3 支援に係る要求事項について 

既許可における運用管理方針 

  既許可では，重大事故等に対して事故収束対応を実施するため，発電所内

であらかじめ用意された手段（重大事故等対処設備，予備品，燃料等）によ

り，重大事故等対策を実施し，事故発生 7 日間は継続して事故収束対応を維

持できるようにすることとしている。 

関係機関等と協議及び合意の上，外部からの支援計画を定め，協力体制が

整い次第，プラントメーカ及び協力会社からは，事故収束手段及び復旧対策

に関する技術支援や要員派遣等の支援並びに燃料供給会社からは燃料の供給

を受けられるようにすることとしている。なお，資機材等の輸送に関して

は，迅速な物資輸送を可能とするとともに中長期的な物資輸送にも対応でき

るように支援計画を定めることとしている。 

発電所外であらかじめ用意された手段（重大事故等対処設備と同種の設

備，予備品，燃料等）について支援を受けることによって，発電所内に配備

する重大事故等対処設備に不具合があった場合の代替手段及び燃料等の確保

を行い，継続的な重大事故等対策を実施できるよう事象発生後 6 日間までに

支援を受けられる体制を整備することとしている。 

【技能－参考 1】 
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技能－16 

今回の設備改造時における運用管理方針 

 今回の設備改造に係る設備は，あらかじめ用意された手段の消費等に影響

を及ぼすものではなく，外部からの支援計画に影響を及ぼすものでもないこ

とから，適合対象外である。 

 

2.4 手順書の整備、訓練の実施及び体制の整備に係る要求事項について 

既許可における運用管理方針 

 既許可では，重大事故等に的確かつ柔軟に対処できるように，手順書を整

備し，教育及び訓練を実施するとともに，災害対策要員を確保する等の必要

な体制を整備することとしている。  

【技能－参考 1】 

今回の設備改造時における運用管理方針 

今回の設備改造に係る設備は，重大事故等時における対処に影響を及ぼす

ものではないため，適合対象外である。    
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技能－参考 1 

既許可 本文十号 ハ 重大事故に至るおそれがある事故又は重大事故 
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技能－参考 2 

既許可 技術的能力 1.0 審査資料 添付資料 1.0.2 可搬型重大事故等対処設

備保管場所及びアクセスルートについて 

  

当該エリアにアクセスルートは設定されていない。 
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既許可 技術的能力 1.0 審査資料 添付資料 1.0.2 可搬型重大事故等対処設

備保管場所及びアクセスルートについて (30) 屋内アクセスルートの設定に

ついて 

 

当該エリアにアクセスルートは設定されていない。 
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給気隔離弁（Ｂ系）が設置している EL.+35.0m のエリアに

アクセスルートは設定されていない。 

給気隔離弁（Ａ系）が設置しているエリアにアクセスルート

は設定されていない。 
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技能－参考 3 

既許可 技術的能力 1.0.3 審査資料 添付資料 1.0.3 予備品等の確保及び保

管場所について 
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